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１１１１    研究開発課題の背景研究開発課題の背景研究開発課題の背景研究開発課題の背景    

 

我が国政府主導で進められてきた e-Japan 戦略、それを引き継ぐ形で総務省が主導する

u-Japan 政策により、これまでに世界最先端の IT 国家となるようブロードバンドの普及

や安い料金設定などの着実な成果をあげてきている。総務省統計によれば、日本国内のブ

ロードバンド契約者数は、2007 年 9 月末時点で 2776 万となり、そのうち光ファイバを用

いた FTTH 光アクセスサービスの契約数が全体の 38％を占め、初めて 1000 万を超え、そ

の増加率は堅調で、2008 年 12 月時点でのブロードバンド加入者数は 3011 万、そのうち

FTTH アクセスサービスの契約数は 1442 万となっている。光の広帯域性を活用した様々な

アプリケーションの発展により、データ通信トラフィックは増え続けており、LAN 及び光

アクセスネットワークとともに、メトロ・基幹光ネットワークの更なる大容量化、経済化

が必須となっている。 

このように e-Japan 戦略の目標は大きくクリアし、ブロードバンド環境は充実したが、

u-Japan 政策では、これまでの有線中心のインフラ整備から、有線・無線の区別のないシ

ームレスなユビキタスネットワーク環境への移行を目指している。有線から無線、ネット

ワークから端末、認証やデータ交換等を含めた有機的な連携によって、あらゆる場面で継

ぎ目なくネットワークにつながる環境の整備を目指し、その結果として、ネットワークが

生活の隅々にまで融け込む草の根のような ICT(Information and Communications 

Technology)環境の実現を目的としている。 

電気デジタル信号処理を駆使して光通信技術の伝送方式研究分野は、世界各国で実用化

に向けた検討が盛んに行われ、日本も主導的な貢献をしてきた分野であるが、これまで、

実用化には至らなかった。近年のデジタル信号処理の目覚ましい発展を取り入れたデジタ

ルコヒーレント検波などにより、偏波多重分離や光直交周波数多重分離等の新しい多重分

離技術や、多値変復調符号技術など、光通信システムでは従来適用が困難であった技術の

適用可能性が見えつつある。電気でのデジタル信号処理を行うためには、高速のアナログ

デジタル変換回路とリアルタイム動作が可能なデジタル処理回路が必要であり、これらの

システム LSI に、従来日本が光デバイス技術分野で積み上げてきた技術的ノウハウがデジ

タル信号処理として集積されブラックボックス化される方向にある。このため本分野での、

国際的貢献とともに国内ならびに国際市場に通用する基盤技術をいち早く確立し、日本の

国際競争力を高めていくことが課題となっている。 

一方、我が国では、少子高齢化が進む中で、安心・安全への対応や、経済の活性化など、

解決すべき社会課題が顕在化している。これらの解決策として情報通信技術を意味する

ICT が課題解決策として期待されている。次世代のユビキタスネットワークを支える基盤

ネットワーク技術の一つの特徴は、通信トラフィック需要の急激な変化に対応できるよう

な柔軟な回線設定が可能で、かつ異なるシステム間の相互接続性を確保する点である。こ

の実現に向けて本研究開発課題は、複数のリングが接続されたネットワークの各ノードを

最適配置された波長パスで接続することで、接続の自由度向上と任意ノード間接続、トラ

ンスペアレントなサブネットワーク間接続をそれぞれ可能とする適応性に富んだ光トラ

ンスポートネットワークの実現を目指すものである。 

図 1-1 に本研究開発課題が実現しようとする適応制御光トランスポートネットワーク

の概要を示す。ベースとなる概念は、将来の光ネットワークのあるべき姿としてこれまで

にも国内外から提案があり、いくつかの重要な要素技術開発が行われつつあるが、最新状

況としては、長距離トランスポートでは光技術、LSI 技術の双方の高度化が、実現の大き

な鍵となると考えられる。近年の光ネットワークでは、光中継ノードで光電気変換せずに

光スイッチにより動的に光信号を切り替える ROADM(Reconfigurable Optical Add Drop 

Multiplexer)や OXC(Optical Cross Connecter)などのノードが適用され、光信号伝送距
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離がダイナミックに変動するため、従来の 500km 程度の固定的光伝送設計をアップグレー

ド可能な歪み補償電気信号処理技術が必要となっている。このような歪み補償電気信号処

理は、光技術の低コスト化を実現するキー技術となってゆくと考えられる。そのような状

況の中、ROADM ネットワークに関する研究は、引き続き現在も活発である。ROADM ネット

ワークでの波長パスによる複数リング間接続の主目的は、ルータにおけるパス計算時間の

爆発的増加やルート再構築遅延を回避し、ルータの削減およびそれに伴うコスト低減を図

ることにある。これらの活発な研究開発は、デバイス技術の進歩と合わせて、本目的に対

する要求が切実となりつつあることを受けたものであり、今後の研究開発および市場動向

も引き続き注目される。これに対して、図 1-1 で示す適応制御光トランスポートネットワ

ークは、高速の電気信号処理技術によって分散補償ファイバとその損失を補償する光アン

プを廃して初期コストを低減し、建設時やノードの増減設等の適応的再構成を自動的に処

理し、高速に光パスを設定可能な適応制御光トランスポートネットワークを研究開発する

ものであり、（ア）分散フリートランスポンダ、（イ）MEMS(Micro-Electro Mechanical 

System) 駆動光スイッチ、（ウ）自律適応型ネットワーク制御モジュールの 3 つを主要

開発テーマとする。また、（エ）システム実証・評価においては、分散フリートランスポ

ンダ、MEMS 駆動光スイッチ、自律適応型ネットワーク制御モジュールの連携動作を確認

すると共に実フィールドにおける機能の実証や性能評価のため、これらの機能を実装・搭

載したプロトタイプシステムを開発し、エミュレーション環境、実験室環境、および実フ

ィールド環境の三段階において実証・評価実験を行う。以下、各開発課題の背景および現

状について述べる。 

光トランスポートネットワーク光トランスポートネットワーク光トランスポートネットワーク光トランスポートネットワーク

サブネットワーク サブネットワーク

（イ）（イ）（イ）（イ） MEMSMEMSMEMSMEMS駆動駆動駆動駆動
光光光光スイッチスイッチスイッチスイッチ（ア）分散フリートランスポンダ（ア）分散フリートランスポンダ（ア）分散フリートランスポンダ（ア）分散フリートランスポンダ

（ウ）自律適応型ネットワーク（ウ）自律適応型ネットワーク（ウ）自律適応型ネットワーク（ウ）自律適応型ネットワーク
制御モジュール制御モジュール制御モジュール制御モジュール

（（（（エエエエ））））システムシステムシステムシステム
実証・評価実証・評価実証・評価実証・評価

光トランスポートネットワーク光トランスポートネットワーク光トランスポートネットワーク光トランスポートネットワーク

サブネットワーク サブネットワーク

（イ）（イ）（イ）（イ） MEMSMEMSMEMSMEMS駆動駆動駆動駆動
光光光光スイッチスイッチスイッチスイッチ（ア）分散フリートランスポンダ（ア）分散フリートランスポンダ（ア）分散フリートランスポンダ（ア）分散フリートランスポンダ

（ウ）自律適応型ネットワーク（ウ）自律適応型ネットワーク（ウ）自律適応型ネットワーク（ウ）自律適応型ネットワーク
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（（（（エエエエ））））システムシステムシステムシステム
実証・評価実証・評価実証・評価実証・評価

 
 

図 1-1 提案する適応制御光トランスポートネットワークの全体図 

    

（ア）（ア）（ア）（ア）分散フリートランスポンダの研究開発分散フリートランスポンダの研究開発分散フリートランスポンダの研究開発分散フリートランスポンダの研究開発    

今年度においても、光トランスポートネットワークの装置コスト低減と伝送距離の延伸

の両立が求められている。そのため、分散によって生じる波形歪みを送信側の高速電気信

号処理プリコーディングによって等化する試みが注目されている状況に変化はない。これ

までに基本原理の検証が進み、最近では同方式の変調方式依存性[1]、非線形耐力[2]、非

線形抑圧効果への適用検討[3]、長距離伝送系への適用検討[4, 5]などについて精力的な研

究開発が行われている。送信側プリコーディングを実現する光送信器構成技術に関しては、

これまでは演算ブロックの回路規模や基礎パラメータなどの原理検討[6, 7]が主流であっ

たが、光変調器の構成検討[8]、変調方式との組み合わせによる回路規模削減検討[9]とい

った内容へも検討範囲が広がってきている。しかしながら、現時点においても送信側プリ

コーディング技術には未成熟の点も多く、実用化までには、ネットワーク設計と連携した

システム要求条件の明確化、ターゲットに適した回路方式の確立および検証、光変調器の
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駆動方式検証、回路設計ならびに基本機能検証といった開発が不可欠である。本研究開発

では高速 LSI 設計フェーズ II およびトランスポンダ実装検討によって、これらの課題に引

き続き取り組んでいく。 

 

（イ）（イ）（イ）（イ）MEMSMEMSMEMSMEMS 駆動光スイッチの研究開発駆動光スイッチの研究開発駆動光スイッチの研究開発駆動光スイッチの研究開発    

現在までに開発されてきた光スイッチの主な方式としては、熱光学効果を用いた導波路

型、および MEMS 機構による微小ミラーを用いて光路を 3次元的に切り替える空間光学系型

（3D-MEMS 型）が挙げられる。導波路型としては、1×2スイッチを多段に接続し、N×Nス

イッチを構成したものがある[10]。このタイプは小規模マトリクススイッチとしては完成

度が高く、石英導波路、ポリマ導波路などをベースに、開発が進んでいる。また、大規模

光スイッチとしては 3D-MEMS 型光スイッチが海外を中心に盛んに開発されている[11,12]。

しかしながら我が国においては、中～大規模の光スイッチを実現するための有力な技術が

確立されておらず、依然として、この点において海外勢に先行されているというのが現状

である。 

本研究にて開発する MEMS 駆動光スイッチは、提案者独自の光経路切り替え原理に基づく

ものであり、機械式駆動のため熱光学効果型と比較し低消費電力、原理的に 3D-MEMS 型の

ような高精度アナログ位置制御を必要としない、という利点を有しており、本開発により

日本独自の光スイッチ技術を確立する。 

    

（ウ）自律適応型ネットワーク制御モジュールの研究開発（ウ）自律適応型ネットワーク制御モジュールの研究開発（ウ）自律適応型ネットワーク制御モジュールの研究開発（ウ）自律適応型ネットワーク制御モジュールの研究開発    

ITU-T、IETF (the Internet Engineering Task Force)、OIF (the Optical Internetworking 

Forum)などによる標準化活動の結果、SONET/SDH に基づく時分割多重(TDM: Time Division 

Multiplexing)パスや光伝送特性を考慮しない波長パスの動的確立・解放の手順が光ネット

ワーク制御プロトコル GMPLS (Generalized MultiProtocol Label Switching)として規定

され、多くの相互接続実験によって相互運用性が確保されている[13-17]。我が国において

も、JGN II や NICT けいはんな情報通信オープンラボにおいてマルチキャリア GMPLS 接続・

ASON (Automatically Switched Optical Networks)/GMPLS 接続のフィールド実験が実施さ

れ、標準の検証・相互運用性確立へ貢献している[18]。 

一方、OEO 中継を伴わず光のまま中継される全光パスの動的な確立・解放については、

GMPLS 標準化当初に光伝送特性情報の GMPLS ルーティングプロトコルへの搭載[19、20]や

波長選択への GMPLS シグナリングプロトコルの適用[21]が検討されたが、全光パスの確立

可能性を判断するための光伝送特性の絞り込みが進まず、検討は進んでいなかった。 

ところが最近になって IETF では、全光ネットワーク上の光パスの GMPLS 制御を検討する

WSON (Wavelength Switched Optical Networks) の検討が開始され、GMPLS シグナリング

メッセージ内のラベルへ全光パスの波長情報を格納するフォーマットや、波長多重リンク

や ROADM から成るネットワーク上で波長単位の全光パスをルーティング、シグナリングす

るための方式等の議論[22][23]やフィールド実験[24]も報告されており、この分野の研究

開発が活発化しつつある。特に、光伝送特性（光伝送の劣化要因：Impairment）を考慮し

た GMPLS 制御についての議論が 2008 年 11 月の IETF 会合から開始され、Impairment を含

む WSON 制御のフレームワーク文書の作成が開始された。 

そこで本研究開発のテーマである、従来の GMPLS では実現できない波長分散量の学習や

波長分散補償を考慮した経路選択など次世代の全光ネットワーク向けの光伝送特性制御を

可能とする GMPLS 拡張の基本コンセプトを、上記フレームワーク文書へ反映するための標

準化提案活動を開始した。 

本研究開発では、上記標準化提案活動と連携して、自律適応型ネットワーク制御モジュ

ールの研究開発を進め、分散フリートランスポンダの適用によって距離や波長分散の制約
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が大幅に緩和される全光パスを、オペレータやユーザの要求に基づいてトポロジーに依存

せずダイナミックにかつ自動的に確立可能とする。 

 

（エ）システム実証・評価の研究開発（エ）システム実証・評価の研究開発（エ）システム実証・評価の研究開発（エ）システム実証・評価の研究開発    

本研究開発課題は、サブテーマとして実施する三つの研究開発課題（分散フリートラン

スポンダ、MEMS 駆動光スイッチ、自律適応型ネットワーク制御モジュール）の連携動作を

確認するとともに、機能の実証や性能の評価を行い、その評価結果を各サブテーマの研究

開発にフィードバックするためのものである。動的な全光パスの確立に対応して、受信側

の可変分散補償デバイスを最適に設定するため、GMPLS シグナリングプロトコルを拡張す

る提案やその実験[25-27]が行われているが、送信側プリコーディング技術と GMPLS プロト

コルとの連携については行われていない。そのため、本研究開発では、実験計画に基づき

具体的な実験シナリオを策定して実験システムの構築に着手すると共に、試作した実験ノ

ードおよび構築したエミュレータを用いて、実験計画を先行的に検証する室内予備実験を

実施する。 
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２２２２    研究開発研究開発研究開発研究開発の全体計画の全体計画の全体計画の全体計画    

 

２－１２－１２－１２－１    研究開発課題の概要研究開発課題の概要研究開発課題の概要研究開発課題の概要    

本研究開発の課題は、複数のリングが接続されたネットワークの各ノードを最適配置さ

れた波長パスで接続する適応制御光トランスポートネットワークを実現することである。

従来の固定波長パスに比べ、接続の自由度が増すだけでなく、サブネットワーク間をトラ

ンスペアレントに接続することが可能になるため、例えば異なる通信キャリアが複数のリ

ングをまたいで相互乗り入れすることが可能になる。また、通信トラフィック需要の変化

に応じた回線の増減設や設定変更を、既存の回線に影響を与えることなく実施することが

できる。さらに、ネットワークの障害時に別ルートへ切り替えるプロテクションやリスト

レーションも波長レイヤで任意に実施することができる。ベースとなる概念は、将来の光

ネットワークのあるべき姿としてこれまでにも国内外から提案があり、いくつかの重要な

要素技術開発が行われつつある。しかしながら、既存の研究は、デバイス・装置レベルの

みのアプローチか、またはネットワークオペレーションのみの開発のどちらかであり、両

者を統合する研究には至っていない。 

 本研究開発では、（ア）ファイバの分散で生じる波形歪みを高速電気信号処理により等化

する分散フリートランスポンダ、（イ）光ルーティングのキーとなるダイナミック光 ADM  

(Add Drop Multiplexing) 用の MEMS (Micro-Electro Mechanical System) 駆動光スイッ

チ、および（ウ）オプティカルパスレンジング機能により自動で伝送路パラメータを学習

する機能を GMPLS (Generalized MultiProtocol Label Switching) プロトコル上に拡張し

た新しい自律適応型ネットワーク制御モジュールの 3 つを開発する。これらにより、初期

コストの高騰要因であった一切の分散補償ファイバとその損失を補償するアンプが不要に

なり、また小型・高集積光スイッチによる低コスト・高信頼・高速光ルーティングが可能

になり、回線増設やプロビジョニング、リストレーションもネットワーク制御モジュール

からの制御により運用コストをかけずに実現でき、ネットワークの帯域利用効率を飛躍的

に向上する差別化システムが提供可能になる。 

 

２－２２－２２－２２－２    研究開発目標研究開発目標研究開発目標研究開発目標    

 

２－２－１２－２－１２－２－１２－２－１    最終目標（平最終目標（平最終目標（平最終目標（平成成成成２２２２２２２２年年年年３３３３月末）月末）月末）月末）    

 

（ア）分散フリートランスポンダ 

(1)国内ネットワークの大部分をカバーする 2,000km に相当する波長分散を補償で

きる光トランスポンダを開発する。 

(2)自律適応型ネットワーク制御モジュールからの制御でネットワークの任意ノー

ド間の回線接続ができることを実証する。 

（イ）MEMS 駆動光スイッチ 

 光機能プラットフォームたる MEMS 駆動技術を開発し、スイッチング速度 1ms 以

下で 40×40 の MEMS 駆動光スイッチを試作し、システム試験で実証する。 

（ウ）自律適応型ネットワーク制御モジュール 

 (1)40 台からなるネットワークにおいて、全ノードが 10 秒以内に全光リンクの分

散を自動学習できるオプティカルパスレンジング機能を開発する。 

 (2)学習した分散量は各ノードへ広告され、広告された情報に基づいて最適な分散

フリー全光パスを設定できることを実証する。 

（エ）システム実証・評価 
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 分散フリートランスポンダ、MEMS 駆動光スイッチ、自律適応型ネットワーク制

御モジュールを搭載した試作システムにより、実フィールドでの実証・評価を実施

する。    

 

２－２－２２－２－２２－２－２２－２－２    中間目標（平成中間目標（平成中間目標（平成中間目標（平成２０２０２０２０年年年年１１１１月末）月末）月末）月末）    

 

（ア）分散フリートランスポンダ 

    方式の確かさを見極め、LSI 開発が順調にスタートしていること。 

(1)10Gbps に対し 2,000km の分散を補償できる光トランスポンダの実現可能性を、

計算機上のエミュレーションにて実証すること。 

(2)上記を実機にて実現するための高速 LSI 開発に着手し、論理設計を終えている

こと。 

（イ）MEMS 駆動光スイッチ 

    デバイスとしてのスイッチ開発を完了していること。 

(1)アド・ドロップ機能とマトリクス切替機能を兼ね備え、任意の波長パスを任意

の経路に出力可能なダイナミック ADM 用としてのスイッチの試作を終える。 40ｘ

40 のマトリクス構成で、1ms 以下のスイッチング動作を実現する。40 ポートの挿

入損失は 10dB 以内で、光可変減衰器（VOA）によりポート間の損失偏差を±0.5dB

以下に安定化する機能をモノリシックに集積する。 

（ウ）自律適応型ネットワーク制御モジュール 

    中間目標までに個々の機能試作、機能検証を完了させる。 

(1)オプティカルパスレンジング機能として、自律的に光伝送路の分散量（精度 5％

以内）を学習できることを実験系において実証すること。 

(2)分散フリー全光パス最適設定機能として、標準プロトコル（GMPLS）を拡張する

ことにより、伝送路特性（分散）情報をノード間で広告することができ、適切な全

光パスを選択でき、かつデバイス設定パラメータが導出できることを実証すること。 

（エ）システム実証・評価 

(1)実ネットワークを計算機で模擬したエミュレータ上で、分散フリートランスポ

ンダ、MEMS 駆動光スイッチ、自律適応型ネットワーク制御モジュールが連携して、

適応制御光トランスポートネットワークが実現できることを実証すること。 
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２－３２－３２－３２－３    研究開発の年度別計画研究開発の年度別計画研究開発の年度別計画研究開発の年度別計画    

 

（金額は非公表） 

研究開発項目 １７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 計 備 考 

（ア）分散フリートランスポンダ 
方式設計・エミュレーション 

LSI試作・装置試作 
実験室評価・フィールド試験 

 
- 
 
 
 

 
- 
 
 

 
 
- 
 

 

 
 
- 
 
 

 
 
 
- 
 

 
 
 
- 
 

 

 

 

（イ） MEMS 駆動光スイッチ 
MEMS機構開発 

スイッチ試作 
改良試作 

装置化・実フィールド評価 

 
- 
 

 
 
- 
 

 
 
 
- 
 

 

 
 
 
- 
 
 

 
 
 
 
- 
 

 
 
 
 
- 
 

 

（ウ）自律適応型ネットワーク制御モジュー
ル 

機能試作・機能検証 
組合せ評価・フィールド試験 

 
- 
 
 

 
- 
 
 

 
- 
 
 

 
 
- 
 

 
 
- 
 

 
 
- 
 

 

（エ）システム実証・評価 
エミュレーション評価 

 
実験室・実フィールド評価 

 
 
 

 
- 
 

 
- 
 
 

 
 
- 

 

 
 
- 

 
 
- 

 

 

間接経費 - - - - - - 

 

 

合   計 

 

 
- 
 

- - - - - 

 

注）１ 経費は研究開発項目毎に消費税を含めた額で計上。また、間接経費は直接経費の３０％を上限として計上（消費税を含む。）。 

  ２ 備考欄に再委託先機関名を記載 

  ３ 年度の欄は研究開発期間の当初年度から記載。 
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３３３３    研究開発体制研究開発体制研究開発体制研究開発体制    

 

３－３－３－３－１１１１    研究開発実施体制研究開発実施体制研究開発実施体制研究開発実施体制    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    
 

 
 

 

（ア）分散フリートランスポンダの開発 （イ）MEMS 駆動光スイッチの開発 

（ウ）自律適応型ネットワーク制御モジュールの開発 （エ）システム実証・評価 

研究代表者 

（一番ヶ瀬 広） 

チームリーダ 

（清水克宏）（ア） 

主席研究員 （杉原隆嗣）（ア）（エ） 

（市川俊亨）（ア）（イ） 

（矢野安宏）（ア） 

チームリーダ 

三菱電機（株）情報技術総合研究所 光通信技術部 

三菱電機（株）情報技術総合研究所 無線通信技術部 

チームリーダ 

（馬場義昌）（エ） 

（堀内栄一）（ウ） 

三菱電機（株）情報技術総合研究所 光アクセス技術部 

主席研究員 （妹尾尚一郎）（エ） 

（教授 山中直明）（ウ） 

主席研究員 

主席研究員 

（小西良明）（ア） 

チームリーダ 

（杉立厚志）（イ） 

研究員 （上杉利次）（イ）（エ） 

三菱電機（株）情報技術総合研究所 光通信技術部 

主席研究員 

主席研究員 （藤井照子）（ウ） 

チームリーダ 

（水落隆司）（ア） 

（後藤健太郎）（ア）(10月 1日迄) 

（斧原聖史）（ア）（エ） 

研究員 

研究員 

（小林竜也）（ア） 

研究員 

（亀谷聡一朗）（ア） 研究員 

研究員 （吉田聡太）（ウ）（エ） 

アドバイザー 

慶應義塾大学 理工学部 情報工学科 

（井上禎之）（ア） 

主席研究員 

三菱電機（株）情報技術総合研究所 ＳＯＣ技術部 

（平野進）（ア） 

主席研究員 

部長 （久保博嗣）（ア）6月 16日より 

主席研究員 （下村健吉）（ア）(6月 15日迄) 

（石原秀樹）（ア）(10月 16日より) 研究員 
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４４４４    研究開発実施状況研究開発実施状況研究開発実施状況研究開発実施状況    

 

４４４４－１－１－１－１    分散分散分散分散フリートランスポンダフリートランスポンダフリートランスポンダフリートランスポンダの研究開発の研究開発の研究開発の研究開発 

４４４４－１－１－１－１－１－１－１－１    概要概要概要概要    

 

最終目標である分散フリートランスポンダを実現するためには、プリコーディング機能

を有する高速 LSI、および高速 LSI を搭載したトランスポンダを実現する必要がある。平

成 20 年度は、国内ネットワークの大部分をカバーする 2,000km に相当する波長分散を補償

できる光トランスポンダを開発すること、さらに、自律適応型ネットワーク制御モジュー

ルからの制御でネットワークの任意ノード間の回線接続ができることを実証するという最

終目標に向けて、 

 

・ 高速 LSI 設計フェーズ II 

・ トランスポンダ実装検討 

 

の二つの開発課題を実施した。 

 

 高速 LSI 設計フェーズ II では、高速 LSI 設計において、1)光ファイバ伝送路の予等化情

報を生成する大規模なデジタル回路、2)10Gbps の任意波形を生成する高速アナログ回路、

3)前記デジタル回路とアナログ回路との混在化が必須であり、難易度の高い回路設計技術

が要求される。平成 20 年度は、高速 LSI の製造に向け、図 4-1-1-1 の開発フローに沿った

デジタル部・アナログ部設計を行った。デジタル部は配線遅延を考慮したロジックコアお

よび周辺回路のタイミング検証を実施した。光通信に必要な高速スループットを並列化に

より実現しており、デジタル部全域のタイミング調整を考慮したバックエンド設計が重要

である。アナログ部は、基本回路を元に機能回路設計・検証を完了した。さらに、デジタ

ル部およびアナログ部の個別設計終了後、出図に向けた合体検証を実施した。 

 トランスポンダ実装設計では、すでに開発に着手していた高速 LSI を用いた分散フリー

トランスポンダを実現するために、開発する高速 LSI に即した周辺回路、光変調技術検討

が不可欠であることから、平成 20 年度は、高速 LSI 設計フェーズ II にて実現する LSI を

実使用する上で必要となる周辺電気回路・光回路の方式および構成検討を実施、設計を行

った。 

 

図 4-1-1-2 で示す高速 LSI の設計・製造前検証を図 4-1-1-1 で示すフローに従って完了

した。また、トランスポンダ実装設計を完了した。 
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図 4-1-1-1 高速 LSI 開発フロー 
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図 4-1-1-2 分散フリートランスポンダを実現する高速 LSI 

    

    

    

４－１－２４－１－２４－１－２４－１－２    高速高速高速高速 LSILSILSILSI 設計フェーズ設計フェーズ設計フェーズ設計フェーズ IIIIIIII    

図 4-1-1-2 に示す高速 LSI の設計において、1)光ファイバ伝送路の予等化情報を生成す

る大規模なデジタル回路、2)10Gbps の任意波形を生成する高速アナログ回路、3)前記デジ

タル回路とアナログ回路との混在化が必須であり、難易度の高い回路設計技術が要求され

る。高速 LSI 設計フェーズ II としては、高速 LSI の製造に向け、図 4-1-1-1 の開発フロー

に沿ったデジタル部・アナログ部の設計を引き続き行った。デジタル部は配線遅延を考慮

したロジックコアおよび周辺回路のタイミング検証を実施した。光通信に必要な高速スル

ープットを並列化により実現する上で重要となる、デジタル部全域のタイミング調整を考

慮したバックエンド設計を行った。アナログ部は基本回路を元に機能回路設計・検証を完

了した。デジタル部およびアナログ部の個別設計終了後、出図に向けた合体検証を実施し

た。LSI としての要求仕様および主要機能について、表 4-1-2-1、表 4-1-2-2 にまとめる。 

以下では、今年度行った高速 LSI 設計フェーズ II のうち、特にポイントとなる並列 FIR

フィルタ（デジタル部）、D/A 変換回路（アナログ部）、PLL（デジタル部・アナログ部）の

各設計・検証内容および全体検証の結果について報告する。 
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表 4-1-2-1 LSI 要求仕様 

仕様項目 内容 

対応信号フォーマット 10.7Gbps OOK 信号 

デジタル部動作周波数 170MHz (内部並列化動作) 

FIR フィルタ タップ種別 サンプル数 x I チャネル/Q チャネル出力 

 スループット 2 倍オーバサンプリング以上 

 
 

表 4-1-2-2 LSI 主要制御監視項目 
項目  機能 

デジタル演算処理   

 並列化 FIR フィル
タ 

・p ビット並列化 FIR フィルタ。ルックアップテー
ブル(LUT)方式。 

 フィルタ構成切り
替え 

・テーブル数/タップ数の切り替え制御。 

 LUT テーブルアク
セス 

・LUT テーブルアクセス。アドレス/データ分離独
自仕様バス。書き込みのみ。テーブル内容確認は出
力モニタ機能にて実現。 

 D/A 有効ビット幅
調整 

・D/A コンバータ入力および演算有効桁数に応じた
ビット幅調整。 

 バイポーラ ⇒ ユ
ニポーラ変換 

・内部補数演算結果としてのバイポーラ信号のに対
するユニポーラ変換。 

LSI 制御   

 主信号 主信号入力反転 ・主信号入力反転。 

   クロック載せ替え
FIFO 

・並走クロック⇒内部クロック載せ替え FIFO。閾
値越えによるリードポインタ自動初期化。 
・FIFO 閾値、リードポインタ初期値レジスタ設定。 
・レジスタ設定によるリードポインタ初期化。 

 クロック系統 クロック切り替え ・システムクロック系統選択信号。内部クロック/
外部クロック。 

 ゲートクロック ・ゲートクロックによる未使用デジタル領域のスリ
ープ機能。 

 レジスタ 
アクセス  

レジスタマップ 
アクセス 

・プリコーディング LSI レジスタマップアクセス。 

テスト機能   

 固定パタン 
   

固定パタン挿入 ・10G 主信号データパス固定パタン連続挿入。 

   主信号データキャ
プチャ 

・10G 主信号データパスの信号キャプチャ。 

  PRBS パタン PN パタン生成 ・PRBS パタンジェネレータ。リセット機能付き。 
・擬似エラー挿入。 

   PN パタン検査 ・PRBS パタンチェッカ。 
・エラーカウント。 

  出力モニタ D/A 入力データモ
ニタ 

・FIR フィルタ演算後 D/A 入力データモニタ。 

警報・状態通知   

  クロック系統 クロック正常監視 ・デジタル部入力主信号クロック正常性監視。 

  FIFO モニタ FIFO モニタ ・FIFO リセット警報。 
・FIFO バッファ使用量通知。 

  LOS LOS 検出 ・LOS 検出。判定閾値設定。 
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４－１－２－１４－１－２－１４－１－２－１４－１－２－１    並列化並列化並列化並列化 FIRFIRFIRFIRフィルタ設計・検証フィルタ設計・検証フィルタ設計・検証フィルタ設計・検証    
分散フリートランスポンダ用高速 LSI のデジタル部の主機能は予等化情報を演算する

FIR フィルタ機能である。高速スループットを実現するためには並列化された大規模 FIR

フィルタ回路設計技術の確立が必須である。 

デジタル LSI 設計フローでは HDL(ハードウェア記述言語)を用いて実デジタル回路に対

応する RTL(Register Transfer Level)コーディングを行うフロントエンド設計後に、後工

程となる合成・レイアウトなどのバックエンド設計を行った。バックエンド設計では配置

配線処置を行うが、作成された RTL を元に自動化されたツールを使用するため、通常の LSI

開発では設計の比重はフロントエンドの方が高い。しかし、表 4-1-2-1 に示す性能は、一

般的なデジタルフィルタに求められるスループットを大きく超えており、本研究では限ら

れた LSI リソースで高性能を実現するため、バックエンドでの方式設計およびそれに基づ

いたフロントエンド設計へのフィードバックが必要となる。 

本研究開発の鍵となる要素技術の一つである FIR フィルタ回路の実現のため、サイズの

低減が可能な Look Up Table(LUT)による構成法に加えて、Flip-Flop により LUT テーブル

を共用化する方式を考案して適用している。光通信においては、回路内部で数百ビットに

及ぶ並列展開することで、10Gbps を越える高速なスループットのデジタル信号処理を達成

している。また LUT 自体のサイズを抑えるためには LUT のアドレス分割が必要であり、こ

の二つの要因から所望の分散補償量を達成するには、1,000 個規模の多量のメモリが要求

される。 

バックエンド設計におけるハードウェアリソースとして、現実的に使用可能なメモリは

出力ポートが 1 または 2 ポートである。このため並列化に際し、同じ LUT テーブルを格納

する場合でも、アドレス入力が異なれば別のメモリを必要とする(図 4-1-2-1(a))。これに

対し、考案した Flip-Flop を用いた LUT 格納値共有化方式では、Flip-Flop からの分岐を

使用して LUT テーブル部分を縮退させることができる(図 4-1-2-1(b))[28]。回路サイズの

観点からは適用する並列展開数 pに比例して、ゲート規模を抑制することが可能となる。 
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図 4-1-2-1  Flip-Flop による LUT 構成方法 

 
また、本方式にてメモリを排することにより、配置可能なメモリ上限数から来る制約を

意識せずにバックエンド設計が可能となっている。 

新たに検討した方式に対応した 451 項目の機能検証を実施してモデルと等価であること

も確認した LSI 実装用の実回路データを作成した。これを元にバックエンド設計を行った。 

設計を進めるに当り、要求仕様を満たす性能を LSI で実現するには、配線リソースが大

きく不足するため、回路規模低減に加え、さらなる配線混雑度緩和手法の導入が必須であ



 15

ることがわかった。今回開発したデザインは、スループット上昇のための並列化と、メモ

リおよびゲートセルの共用化により、通常の大規模デジタル信号処理回路に比して、信号

の分岐数が極度に多い。この問題を解消するため、 

①レイアウトを意識したモジュール階層化の実施 

②自動配置配線から手動配置に切り替えて収容率の向上 

を施した。 

まず処置を施さずに完全自動配置配線を行った場合のレイアウト結果を図4-1-2-2(a)に

示す。配線違反箇所が約数十万ヶ所検出されており、この状態ではレイアウト不可能であ

る。次に上位層のモジュール配置領域を指定し、一部手動レイアウトに切り替えて得られ

た結果が図 4-1-2-2(b)である。この時点でも配線違反箇所が数千個残っている。 

そこで、フロンドエンド設計である RTL 記述にまで立ち戻り、モジュールの階層化、入

出力ポートの分離処置を実施した。図 4-1-2-3 に FIR フィルタ部のレイアウトイメージを

示す。RTL 記述では、qタップの FIR フィルタを１つのモジュールとし、水平方向の配線数

を絞り込んだ。また、q タップの FIR フィルタを向かい合わせに配置することで縦方向の

配線長の削減を実施した。また、効率よく手動レイアウトが実施できるよう、同一の回路

構成を持つ最下層モジュールを定義した。 

レイアウト時は、最下層モジュールを手動でレイアウトし、そのレイアウト結果を繰り

返し配置することで q タップの FIR フィルタを効率よく配置した。このように、FIR フィ

ルタを組み上げることにより、総配線長を大きく低減した。本作業を実施することにより、

図 4-1-2-2(c)に示す配線違反箇所が 0に収束したレイアウト結果が得られた。 

また、バックエンド設計における上記レイアウト結果を元に回路のタイミング検証を実

施し、所望のスループットが得られることを確認した。 

 
 

 
 

図 4-1-2-2  FIR フィルタ部レイアウト結果 
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図 4-1-2-3  FIR フィルタ部レイアウトイメージ 

 

 
 
 
４－１－２－２４－１－２－２４－１－２－２４－１－２－２    D/AD/AD/AD/A変換回路設計・検証変換回路設計・検証変換回路設計・検証変換回路設計・検証    
分散フリートランスポンダ用高速 LSI のアナログ部の主機能は、2 倍オーバサンプリン

グ以上の高速動作可能な D/A 変換機能である。高速 D/A 変換回路を実現するには、D/A 変

換回路のコア部のみならず、デジタル回路と 1 チップ化できる周辺回路が必要である。図

4-1-2-4 には、設計した回路ブロックの内、チップ内の 2.7Gbps のインタフェースより高

速側の D/A 変換回路を記す。8:1MUX、遅延回路、エンコーダ回路などを含めた機能回路ブ

ロック全体として D/A 変換回路が実現できた。図 4-1-2-5 には設計した回路出力として得

られる 22Gbps のアイパターンシミュレーション例を示す。良好なアイパターンが得られて

おり、10Gbpsの 2倍オーバサンプリング波形が十分に実現できることがわかる。以上より、

機能レイアウト設計・機能検証を完了した。本設計結果をもとに、アナログ回路としての

D/A 変換回路ブロックとデジタル回路ブロックとの合体検証を行った。 
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図 4-1-2-4  D/A コンバータ機能設計結果 
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図 4-1-2-5  22Gbps データ出力例 
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４－１－２－３４－１－２－３４－１－２－３４－１－２－３    PLLPLLPLLPLL設計・検証設計・検証設計・検証設計・検証    
分散フリートランスポンダに使用する高速 LSI は、後述のブロック図（図 4-1-3-1、図

4-1-3-2）からもわかるとおり、プリコーディンング演算機能、D/A 変換機能と合わせて、

低速パラレル信号の MUX 機能が必要となる。通常の OOK トランスポンダ（分散フリー機能

なし）との対比から、本 MUX 機能は SFI-4 準拠のパラレル→シリアル変換動作を行う必要

があり、加えて、伝送路出力のシリアル信号に対応した CMU の機能が必要となり、通常の

OOK トランスポンダ同様のジッタ特性を満足する必要がある。ここで、PLL 回路はデジタル

部およびアナログ部の両特性にインパクトを与える主要機能部であり、高速 LSI 全体とし

て良好な動作を実現するためには不可欠な機能ブロックである。以上を鑑み、開発した高

速 LSI では、PLL として ITU-T G.8251、G.783 準拠のジッタ特性が得られるよう回路設計

を行った。トランスミッタとしてのジッタジェネレーション規格を表 4-1-2-3 に示す。設

計した PLL 回路の主要機能は以下のとおりである。 

 

(1) 2.7GHz 帯クロック源として発振周波数範囲が 2.65GHz－2.680GHz 以上である電圧制御

発振器(VCO: Voltage Controlled Oscillator)を有し、PLL の引き込み範囲は、上限：

2.680GHz、下限：2.65GHz をカバーする。 

(2) 二入力が 1)外部クロック、2)上記 VCO 出力の 4分周クロック（あるいは 16 分周クロッ

ク）、である位相比較器を有する。 

(3) ローパスフィルタ(LPF: Low Pass Filter)を有する。 

(4) 位相比較器の一入力として、(1)カウンタクロック、(2)データ並走クロック、の 2 つ

を選択可能なセレクタを有する。 

(5) 2.7GHz クロックとして、1)VCO 出力クロック、2)外部入力クロック、3)CMU からのカウ

ンタクロック、の 3つを選択可能なセレクタを有する。 

(6) 2.7GHz クロックに対して、複数の分周比を持つ分周回路を有する。 

(7) 2.7GHz クロックの分周クロックを各機能ブロックおよび、外部ピンに出力する機能を

有する。 

(8) 各機能ブロック間で、クロックのレベル変換を行う。 

(9) 1.35GHz クロックを 16 低倍して 21.5GHz クロックの生成を行う。 

 

設計では、図 4-1-2-6 に示すクロック系モデルによりジッタ特性見積りを実施した。設

計時のジッタ測定用フィルタの特性を図 4-1-2-7 に示す。また、PLL ループ内の VCO の位

相雑音の特性として、VCO 設計結果を反映した図 4-1-2-8 および図 4-1-2-9 を仮定した。

図 4-1-2-10 および図 4-1-2-11 に Typical 条件および Worst 条件での位相雑音特性見積り

結果を示す。表 4-1-2-4 には位相雑音見積り結果から得られるジッタ特性評価結果を示す。

表 4-1-2-4 から、21.5GHz 基準で見た場合においても、十分なマージンを持ってジッタジ

ェネレーション規格を満足できていることがわかる。なお、設計においては、PLL 内のチ

ャージポンプの漏れ電流の影響によるジッタ増加およびクロック配線時の損失補償および

レベル変換のためのバッファ多段接続によるジッタ蓄積の影響を最低限に抑えるよう、回

路パラメータおよびレイアウトを最適化した。 
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表 4-1-2-3 トランスミッタのジッタジェネレーション規格 

 
測定帯域 Limit [UIp-p] 参照規格 

High-pass 

 [kHz] 

Low-pass 

 [MHz] 

20 80 0.3 OTN: ITU-T 

G.8251 4000 80 0.1 

20 80 0.3 SDH: ITU-T G.783 

4000 80 0.1 
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図 4-1-2-6 ジッタ特性見積りモデル 
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図 4-1-2-7 ジッタ測定用フィルタ 
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図 4-1-2-8 2.7GHz VCO 位相雑音   図 4-1-2-9 21.5GHz VCO 位相雑音 
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図 4-1-2-10 Typical 条件での位相雑音特性 図 4-1-2-11 Worst 条件での位相雑音特性 

 
 

 
表 4-1-2-4 PLL 設計結果 

 
測定帯域 規格  

[UIp-p] 

UIp-p 

規定速度 

設計値 

High-pass 

[kHz] 

Low-pass 

[MHz] 

Typical Worst 

20 80 0.3 10.7G 0.05 0.098 

21.5G 0.1 0.196 

4000 80 0.1 10.7G 0.022 0.032 

21.5G 0.044 0.064 
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４－１－２－４４－１－２－４４－１－２－４４－１－２－４    LSILSILSILSI全体設計・検証全体設計・検証全体設計・検証全体設計・検証    
４－１－２－１～４－１－２－３までに記載の回路ブロックを合体させ、1 チップでの

全体設計・検証を実施した。図 4-1-2-12 にチップ全体のレイアウトを記す。合体検証とし

ては、表 4-1-2-5 に記載の項目について実施し、エラーがないことを確認済みであり、LSI

試作のための出図の目処を得た。 
 
 
 
 

 
 

図 4-1-2-12  分散フリートランスポンダ用高速 LSI レイアウト 

 

 

表 4-1-2-5 LSI 検証内容 

検証項目 結果 

DRC (design rule check) OK 

LVS (layout versus schematic) OK 

ANTENNA OK 

ESD_LUP OK 

STRESS OK 

ERC (electrical rule check) OK 

Bipolar 部 Sim OK 

デジタル部 STA (static timing analysis) OK 

IR Drop OK 

等価性検証 OK 

接続検証 OK 

RTL Check OK 
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４－１－３４－１－３４－１－３４－１－３    トランスポンダ実装設計トランスポンダ実装設計トランスポンダ実装設計トランスポンダ実装設計    

開発中の高速 LSI を用いた分散フリートランスポンダを実現するためには、開発する高

速 LSI に即した周辺回路、光変調技術検討が不可欠である。トランスポンダ実装設計とし

て、高速 LSI 設計フェーズ II にて実現する LSI を実使用する上で必要となる周辺電気回

路・光回路の方式および構成検討を実施し、設計を行った。 
 
 
 
 

４－１－３－１４－１－３－１４－１－３－１４－１－３－１    トランスポンダ全体ブロックトランスポンダ全体ブロックトランスポンダ全体ブロックトランスポンダ全体ブロック    
図 4-1-3-1 に分散フリートランスポンダの全体機能ブロックを示す。トランスポンダ全

体としては、分散フリートランスポンダ用高速 LSI の他に、クライアント I/F、誤り訂正

機能部、光源、光変調部、変調器駆動用ドライバ、データ分離部、光受信部、基板制御部、

送信制御部を主要構成要素とする。図 4-1-3-2 には、主信号系のデータの流れをブロック

図として表わす。以降、図 4-1-3-1、図 4-1-3-2 に従って、実装設計したトランスポンダ

の主機能・構成について記す。 
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図 4-1-3-1 分散フリートランスポンダ機能ブロック 
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図 4-1-3-2 分散フリートランスポンダの主信号系のデータの流れ 
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４－１－３－２４－１－３－２４－１－３－２４－１－３－２    光学機能部光学機能部光学機能部光学機能部    
分散フリートランスポンダに実装される光学機能部は、クライアント I/F として搭載さ

れる、O/E 変換部、E/O 変換部、WDM 側の光受信部、光源、光変調部を主要構成要素とする。

各機能部について以下、構成検討・設計内容を記す。 

 

 

(1) クライアント I/F：O/E 変換部、E/O 変換部 

本機能部はクライアント側の光のインタフェースとなるものであり、MSA 準拠のトラン

シーバを使用する。クライアント側のインタフェースとしてチャネル当り 10Gbps を想定し

た場合、XFP トランシーバを使用することとする。採用する XFP の動作レートはマルチレ

ート対応のものとし、将来的にクライアント種別として複数種への対応が必要となった場

合にも対応できる基本構成とした。 

 

 

(2) WDM 側：光源 

WDM 側の接続先として想定される光ネットワークは、多数の光合波器・光分波器を有す

る OADM ノードが含まれる。光合波器・光分波器の多段接続により光信号の通過スペクトル

帯域の狭窄化が起こるため、光源の波長ずれはシステム性能に大きな影響をもたらす。開

発する分散フリートランスポンダの WDM 側送信ブロックは、光源の波長安定性を確保する

ために光源+外部光変調器の構成とし、適用する光源は波長安定度向上の目的で波長ロッカ

内蔵光源を使用する。さらに、WDM 側の波長グリッドの変化にも対応できるよう波長可変

機能を有する光源を採用することとした。 

 

 
(3) WDM 側：光変調部 

WDM 側の光変調部として使用する外部光変調器は分散フリートランスポンダの予等化処

理を実現する上でのキーコンポーネントである。プリコーディング技術を適用する場合、

光の任意複素電界を生成する必要があるため、OOK での光伝送においても I/Q 変調器が不

可欠となる。一般に、I/Q 変調を実現するには最低限二つの独立な信号で複素電界生成を

行う必要がある。図 4-1-3-3 には、二つの駆動電気信号（d1(t), d2(t)）を用いて複素光

電界生成を実現する代表的な変調器構成ブロック図を示す。図 4-1-3-3 中の(a)は強度変調

器と位相変調器をタンデム接続した構成[29]、(b)はプッシュ・プル型の Mach-Zehnder 変

調器として広く知られる DDMZM（Dual-Drive Mach-Zehnder Modulator）[30-32]、(c)は DQPSK

変調、SSB 変調などに使われている DPMZM（Dual-Parallel mach-Zehnder Modulator）[33，

34]である。各変調器出力電界 Eout (t)を伝達関数の形で表現すると、 

 
(a) 強度変調器+位相変調器 

[ ])(exp)()( 21 tdjBtdAtEout ⋅×⋅≈  

 
(b) DDMZM 
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(c) DPMZM 
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となる。上記 3つの式から明らかなとおり、(c)の構成は直交座標系の伝達関数の形状で

あるのに対し、(a)(b)の構成は極座標系の伝達関数の形状となっている。したがって、複

素平面上の任意の座標に対して駆動電圧（d1(t), d2(t)）を演算する場合に、(c)に比べて

(a)(b)は直交座標⇔極座標間の変換演算が必要となり、演算回路規模が増大するという課

題がある。反面、(c)は光回路が複雑化するため制御箇所の増大、光損失の増大といった課

題がある。これら各 I/Q 変調器構成の得失を表 4-1-3-1 にまとめる。DPMZM の課題である

光回路に対する制御箇所の増大に関しては、いずれも低速制御であるためにトランスポン

ダ全体として見た場合のインパクトが少ないこと、光損失の増大に対しては FIR フィルタ

で実現できる座標回転による過剰損失低減策[35]が適用できることにより、解決可能な課

題であると判断し、本開発での分散フリートランスポンダとしては、現実的な LSI 設計・

製造プロセスを鑑み、回路リソースの削減を第１の判断基準として(c)の DPMZM を採用する

こととした。 

 
 

d2(t)d1(t)

d2(t)

d1(t)

π/2

d2(t)

d1(t)

(a) 強度変調器 + 位相変調器

(b) Dual-Drive Mach-Zehnder Modulator

(c) Dual-Parallel Mach-Zehnder Modulator

d2(t)d1(t) d2(t)d1(t)

d2(t)

d1(t)

d2(t)

d1(t)

π/2

d2(t)

d1(t)

π/2

d2(t)

d1(t)

(a) 強度変調器 + 位相変調器

(b) Dual-Drive Mach-Zehnder Modulator

(c) Dual-Parallel Mach-Zehnder Modulator  
 

図 4-1-3-3 変調器構成ブロック図 
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表 4-1-3-1 I/Q 変調器構成の得失 

 
 強度変調器 

+位相変調器 
DDMZM DPMZM 

光回路の構成複雑さ ○ 
（変調器：2組） 

◎ 
（MZM：1組） 

△ 
（MZM：3組） 

光回路制御の難易度 △ 
（バイアス 

+変調器間位相） 

◎ 
（DCバイアス） 

○ 
（DCバイアス 
+I/Q間光位相） 

高速演算回路規模 △ 
（要座標変換） 

△ 
（要座標変換） 

◎ 

挿入損失 △ ○ △→○ 
（座標回転により

挿入損失低減可） 

 
 
(4) WDM 側：光受信部 

プリコーディングにより分散補償量に応じて予等化された複素光電界が送信側から送信

された場合でも、伝送路の波長分散と予等化の効果が打ち消しあった結果、受信側にはプ

リコーディングを用いない通常伝送と同じ光信号が到達する。したがって、プリコーディ

ング技術を適用した場合においても、受信側では通常使用と同等の光受信部を具備すれば

よく、特に特殊な光デバイスは必要とならない。以上の点から、WDM 側の光受信部として

は、OOK に対応して通常の PD（もしくは APD）を用いることとした。 

 

 

 

４－１－３－３４－１－３－３４－１－３－３４－１－３－３    電気機能部電気機能部電気機能部電気機能部    
分散フリートランスポンダに実装される電気機能部は、クライアント I/F として搭載さ

れる、Mux/De-mux、誤り訂正機能部、WDM 側の光受信信号に対するデータ分離部、変調器

駆動用ドライバ、基板制御部、送信制御部を主要構成要素とする。各機能部について以下、

構成検討・設計内容を記す。 

 

(1) クライアント I/F：Mux/De-mux 

本機能部はクライアント側の光信号と基板内の電気信号のインタフェースとなるもので

ある。クライアント側のインタフェースとしてチャネル当り 10Gbps を想定し、XFP トラン

シーバを使用した場合は、10Gbps 信号を SFI-4 準拠の低速信号に多重/分離し、誤り訂正

機能部と接続する構成とした。 

 

(2) 誤り訂正機能部 

誤り訂正機能部では、SFI-4 準拠のパラレル信号に対するフレーム化処理・誤り訂正処

理を行う。クライアント側から入力される SFI-4 準拠のパラレル信号に対しては、ITU-T 

G.709 準拠のフレームにペイロードを格納するとともに、誤り訂正用パリティ信号および

OH 情報を付加し、WDM 側に同じく SFI-4 準拠のパラレル信号として出力する。逆に、WDM

側から入力されるパラレル信号に対しては、誤り訂正を行うとともに、ペイロードに格納

された情報を抽出してクライアント側にパラレル信号として出力する。10Gbps 信号に対す
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るフレーム構造として、例えば OTU2 フレームを想定する場合には、図 4-1-3-4 のフレーム

構造にてクライアント側と WDM 側の信号変換を行う。なお、OTU2 のフレームを搭載する場

合、クライアント側のビットレートに対して WDM 側のビットレートは約 7.6%上昇する。 

 
 

Column

Row

1

2

3

4

1 ・・・ 14

OTU2/

ODU2

OH

OPU2

OH

15    16 17 3824 3825 4080

Payload area
OTU2 FEC

or all-0s

FAS: Frame Alignment Signal, OTU: Optical Transport Unit, ODU: Optical Data Unit, 

OPU: Optical Payload Unit, FEC: Forward Error Correction

OTU2 nominal bit rate: 9.95328 x 255/237 ≒ 10.709225 Gbps

FAS

 
 

図 4-1-3-4 OTU2 フレーム構造 

 
 

(3) WDM 側：データ分離部 

本機能部は WDM 側の受信電気信号（10Gbps シリアル信号）のデータ識別・再生を行うと

ともに、誤り訂正機能部のインタフェースに合わせて、SFI-4 準拠の低速パラレル信号に

分離する動作を行う。 

 

(4) 変調器駆動用ドライバ 

本機能部は光学機能部の外部光変調器を駆動するために分散フリートランスポンダ用高

速 LSI 出力を増幅する機能を有するものであり、光変調部と同様に分散フリートランスポ

ンダの予等化処理を実現する上でのキーコンポーネントとなる。OOK 伝送に対して、任意

の複素光電界を生成するには、通常のデータ変調時のように”1”、”0”の 2 値のデータ

だけでなく、その中間値も高速 LSI の出力に合わせて実現する必要がある。通常のデータ

変調時のドライバの動作と分散フリートランスポンダ用のドライバの動作の違いを図

4-1-3-5 に示す。通常の OOK でのデータ変調時には、ドライバ入力データが 2 値以上の値

をとるような場合（もしくは歪みを持つような場合）でも、リミッティング閾値を境に波

形の上下で High/Low のいずれかの値となるように動作することで、2値の変調器駆動デー

タを得る（図 4-1-3-5(a)）。分散フリートランスポンダでは、高速 LSI の出力分解能に応

じて、High/Low 以外の中間値もドライバ出力として忠実に再現する必要があるため、図

4-1-3-5(b)に示すような線形増幅動作が必要となる。したがって、本開発での変調器駆動

用ドライバとしては、入出力の線形性に留意した部品を使用することとした。 
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(a) リミッティング増幅（通常OOK時）

(b) 線形増幅（分散フリートランスポンダ適用時）

t

t

V

V

x G

x G

 
 

図 4-1-3-5 通常 OOK と分散フリートランスポンダでのドライバ動作の違い 

 

 

(5) 基板制御部 

分散フリートランスポンダ全体としての監視・制御を行う。分散フリー動作に関連した

項目としては、装置の監視制御系から設定された補償分散値を送信制御部に通知するとと

もに、受信信号品質等の主信号情報を検出して監視制御系に通知する動作を行う。 

 

(6) 送信制御部 

基板制御部からの制御信号を元に、分散フリートランスポンダ用高速 LSI の制御を行う。

また、トランスポンダ全体の監視制御の機能も併せ持つ。分散フリートランスポンダに特

有の制御項目としては、分散値に応じたプリコーディングパラメータ設定があげられる。

基板制御部からの情報により、分散フリートランスポンダ用高速 LSI に FIR フィルタのタ

ップ係数に相当するデータをロードする。また、初期立ち上げ設定・デバッグ用途として、

個別ピンもしくはレジスタアクセスによる LSI 動作モード変更・状態監視が可能な構成と

した。 
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４－１－４４－１－４４－１－４４－１－４    実施計画に対する達成状況実施計画に対する達成状況実施計画に対する達成状況実施計画に対する達成状況 

 

平成２０年度の開発計画に対する達成状況は下記の通りである。 

【開発計画】 

(1) 高速 LSI 設計フェーズ II 

高速 LSI のデジタル部は配線遅延を考慮したロジックコアおよび周辺回路のタイミング

検証を実施し、アナログ部は基本回路を元に機能回路設計・検証を完了する。デジタル部

およびアナログ部の個別設計終了後、出図に向けた合体検証を行う。 

(2) トランスポンダ実装設計 

高速 LSI 設計フェーズ II にて実現する LSI を実使用する上で必要となる周辺電気回路・

光回路の方式および構成を検討し、設計を行う。 
 

【達成状況】 

(1) 高速 LSI のデジタル部は配線遅延を考慮したロジックコアおよび周辺回路のタイミン

グ検証を実施した。アナログ部は基本回路を元に機能回路設計・検証を完了した。デジタ

ル部およびアナログ部の個別設計終了後、出図に向けた合体検証を実施した。 

達成度：100%  

(2) 高速 LSI 設計フェーズ II にて実現する LSI を実使用する上で必要となる周辺電気回

路・光回路の方式および構成検討を実施し、設計を行った。 

達成度：100%  

    

    

４－２４－２４－２４－２    MEMSMEMSMEMSMEMS 駆動光スイッチの研究開発駆動光スイッチの研究開発駆動光スイッチの研究開発駆動光スイッチの研究開発    

    

４－２－１４－２－１４－２－１４－２－１    概要概要概要概要    

本研究開発で取り組む光スイッチは、素材として用いるポリマ導波路の柔軟性を利用し、

導波路交差部に形成した溝の機械的な接合と分離により光学的全透過と全反射を切り替え

るものである。図 4-2-1-1 に原理模式図を掲載する。 
 

入力

反射

回転方向

回転アーム

溝

ポリマフィルム

導波路
透過

  

導波路 ポリマフィルム

溝

回転アーム

回転方向

入力光

d

 
(a) (b) 
 

図 4-2-1-1 回転駆動式ポリマ導波路光スイッチ(a)斜視図 (b)断面図 

 

提案している回転駆動方式では、図 4-2-1-1 に示すように溝の開閉のための駆動機構と

してポリマ導波路フィルムの溝近傍に挿入した回転アームを利用する。溝が閉じた状態か
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ら回転アームを矢印方向に回転させることで溝を開き、そのポイントで光を反射し出力す

る。溝の開閉を制御することで任意の光入力を出力経路へと切り換えることが可能となる。 
平成１９年度にこの回転駆動式光スイッチの原理検証が完了したため、本年度は実デバ

イス化に向けた開発として、光スイッチエレメントの機構設計・試作、および集積度を向

上した光スイッチの設計・試作を実施したので以下に詳細を報告する。 
    

４－２－２４－２－２４－２－２４－２－２    光光光光スイッチエレメントの機構設計・試作スイッチエレメントの機構設計・試作スイッチエレメントの機構設計・試作スイッチエレメントの機構設計・試作    

図 4-2-1-1 に示した回転アームの機械的駆動アクチュエータとして、電気機械式リレー

のシーソー部分の変位を利用する。リレーを適用した回転駆動機構の構成を図 4-2-2-1 に

示す。 

シーソー

回転アーム設計

駆動アームとの組立性を
向上した長穴形状の接合部

 

図 4-2-2-1 回転駆動機構の構成 

 
リレーのシーソー変位部分に駆動アーム部材を取り付けており、駆動アーム先端の突起

部をポリマ導波路フィルムのスイッチ溝近傍（距離～0.25 mm）に実装した回転アームに

挿入する構成とした。リレーの電気的スイッチングによるシーソー部分の変位に伴う駆動

アームの回転により回転アームを回転することで溝の開閉を可能とした。回転アームを図

に示すような長穴状の形状とすることで回転アーム穴内径と駆動アーム突起外径の間に尤

度を持たせ、組立性を向上するとともに、回転移動に伴う駆動アームと回転アームの部材

干渉がないように設計した。本機構における試作動作検証の様子を図 4-2-2-2 に示す。 
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回転アーム

駆動アーム

リレー

 
図 4-2-2-2  回転駆動の様子 

 

図の写真は回転駆動時の動作を残像写真として記録したものであり、回転駆動が実現で

きていることがわかる。しかしながら、課題抽出のために複数個体の試作動作検証を同様

に実施したところ、リレーの変位量の個体ばらつきにより回転量に差異が出るという課題

が明らかとなった。スイッチ特性がばらつく懸念があるため、本課題を解決するために実

施した改良設計図を図 4-2-2-3 に示す。 

A部

回転アーム回転方向

駆動アーム回転方向

回転アーム

駆動アーム
ストッパ

シーソー

A部拡大

ストッパ設計

過度な回転角度を避け
機構の信頼性を向上させるための
駆動アーム押し当てストッパ

駆動アーム

回転アーム

ストッパ

リレー

溝

ポリマフィルム

 
 

図 4-2-2-3  回転駆動機構の改良設計構成 
 

新たに「ストッパ」機構を配置することで回転角度の最大値を規定し、リレー個体のば

らつきによる過度の回転角度を避ける設計とした。また、スイッチ規模拡張時にポートご

とのばらつきを吸収するため各機構パラメータも微調整可能な機構とした。機構パラメー

タの基準値としては、駆動アームの長さを 16 mm、駆動アームの回転アームへの押し当て

高さをフィルム面から 4 mm、ストッパにより規定する最大回転角度は 7°として最終的に
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設計した。実際に試作した本回転駆動機構の写真を図 4-2-2-4 に示す。 

 
 

  
 

図 4-2-2-4  改良設計した回転駆動機構の試作品 

 
次節以降では本駆動機構をエレメント部としたスイッチ規模拡張検討について述べる。 

 

４－２－３４－２－３４－２－３４－２－３    集積度を向上した光スイッチの設計・試作集積度を向上した光スイッチの設計・試作集積度を向上した光スイッチの設計・試作集積度を向上した光スイッチの設計・試作    

前節までに光スイッチのエレメント開発が完了したことを説明した。次のステップは、

複数エレメントを集積して規模を拡張した光スイッチの設計および機能検証となる。本年

度は、保有する評価設備との電気的・光学的接続条件の制約を加味し、また課題抽出が容

易となるように配慮し、最終目標である 40×40 規模のスイッチの一部を切り出した検証用

スイッチの設計および機能検証を行うこととした。スイッチ規模としては、システム試験

および実用化検証にも適用可能な 11×1 規模とした。  

 規模を拡張した光スイッチの設計においては、駆動機構の配置、導波路ピッチの最適化

が重要となる。図 4-2-3-1 に設計した光スイッチの構成を示す。 
 

 
図 4-2-3-1 11×1 スイッチの構成 

 

駆動機構（リレー）の配置構成として、集積度を向上するために出力導波路と入力導波

路との交差点部（スイッチ溝形成部）に対してはす向かいにリレーを配置する構成とした。

11本の入力導波路部についてはファイバアレイとの接続を考慮し曲げ導波路により出力端

での導波路ピッチをファイバアレイ接続に適した 250 µmピッチに変換する設計とした。 

 さらに、ポリマ導波路フィルム保持機構や光インタフェースとしてのファイバアレイ接

続を含めた全体構成設計も実施した。図 4-2-3-2 に設計図を、本設計に基づく試作品の写

ストッパ 
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真を図 4-2-3-3 に示す。 

 
 

図 4-2-3-2 11×1 スイッチの構成設計図 

 

  
図 4-2-3-3  11×1 スイッチの試作品写真 

 

試作品では実験室での初期評価を行うため、リレーの端子からリード線を延長し引き出

した構成とした。本光スイッチの応答特性の初期評価例を図 4-2-3-4 に示す。 
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出力ポート

入力ポート１ ２ ３ ４ ５

スイッチ On時：入力光を反射し出力ポートへ
スイッチ Off時：入力光をそのまま透過

１１

光スイッチのポート構成  
 

図 4-2-3-4 試作した光スイッチの応答特性 
 

 
図 4-2-3-4 の応答特性①、②はそれぞれ代表例として記載したスイッチング応答特性で

ある。①は入力ポート３に光を入力した状態で対応するスイッチポイントを周期的に

On/Off したときの出力ポートからの光強度の変化、②は同様に入力ポート５に光を入力し

た場合のものである。良好なスイッチング動作が各ポートで確認でき、光スイッチ設計の

妥当性を実証することができた。今後より詳細な特性評価を行い開発を進めて行く予定で

ある。 
 
 
４－２－４４－２－４４－２－４４－２－４    実施計画に対する達成状況実施計画に対する達成状況実施計画に対する達成状況実施計画に対する達成状況    

平成２０年度の開発計画に対する達成状況は下記の通りである。 

【開発計画】 

(1) 回転駆動式光スイッチの機構設計・試作 

 実デバイス化に向けた開発として、光スイッチエレメントの機構設計・試作を行う。 

(2) システム試験用光スイッチの設計 
 実デバイス化に向けた開発として、集積度を向上した光スイッチの設計・試作を実施す

る。 

 

【達成状況】 

(1) 回転駆動式光スイッチエレメントの機構設計・試作検証を実施した。駆動アクチュエ

ータであるリレーの変位量の個体ばらつきが大きいという課題を抽出したため、新たにス

トッパを用いた改良機構設計を追加し回転角度を規定することで所望の特性を得ることが

できた。 
達成度：100%  

(2) システム試験への適用に向けて複数エレメントの集積化設計、機能検証を実施した。

設計に基づいた 11×1規模のスイッチを試作し良好な動作を確認することができた。 
達成度：100％ 
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４－３４－３４－３４－３    自律適応型ネットワーク制御モジュールの研究開発自律適応型ネットワーク制御モジュールの研究開発自律適応型ネットワーク制御モジュールの研究開発自律適応型ネットワーク制御モジュールの研究開発        

４－３－１４－３－１４－３－１４－３－１    概要概要概要概要    

自律適応型ネットワーク制御モジュールは GMPLS を拡張し、自律分散制御に基づき自動

的に分散フリートランスポンダによる波長分散補償を最適化しつつ全光パスを動的に確立

する。自律適応型ネットワーク制御モジュールにて使用する GMPLS の拡張を、GMPLS-Plus

（GMPLS-Photonic layer usability support）と呼ぶ。GMPLS-Plusの概略の手順を図4-3-1-1

に示す。 

 

  

③経路選択・リソース割当③経路選択・リソース割当③経路選択・リソース割当③経路選択・リソース割当 

①波長分散量学習①波長分散量学習①波長分散量学習①波長分散量学習 

制御プレーン 

②分散量・補償能力を広告②分散量・補償能力を広告②分散量・補償能力を広告②分散量・補償能力を広告    

    

 

⑤⑤⑤⑤プリコーディング値プリコーディング値プリコーディング値プリコーディング値微調整微調整微調整微調整 

データプレーン 

④全光パス確立・分散量通知④全光パス確立・分散量通知④全光パス確立・分散量通知④全光パス確立・分散量通知    

 
    

①設置時にオプティカルパスレンジングにてリンク波長分散量を学習（LMP 拡張） 

②波長分散量・分散補償能力を広告（OSPF-TE 拡張） 

③広告情報に基づき全光パスの経路、波長分散補償リソースの割当を選択 

④全光パス確立時にその波長分散量を通知（RSVP-TE 拡張） 

⑤全光パスの端点ノード間でプリコーディング値を微調整し最適に設定  

    

図 4-3-1-1 GMPLS-Plus の概略手順    

 

自律適応型ネットワーク制御モジュールは、GMPLS-Plus を適用しつつ上記の５つのステ

ップを実行し、分散フリートランスポンダの適用によって距離や波長分散の制約が大幅に

緩和される全光パスを、オペレータやユーザの要求に基づいてトポロジーに依存せずダイ

ナミックかつ自動的に設定可能とする。 

 

自律適応型ネットワーク制御モジュールは、図 4-3-1-2 に示す構成であり、図中、分散

フリープロテクション機能部以外のモジュールは、これまでに評価用プラットフォームへ

の実装を実施済みである。 

 

 平成２０年度は、大規模リングネットワークにおいて、上記①～④が動作可能なことを

検証する大規模リングネットワーク対応オプティカルパスレンジング機能検証を実施した。

また、上記ステップ②～④を更に拡張することでネットワークの高信頼化を提供する分散

フリープロテクション機能部の検討、実装および評価を行った。 
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図 4-3-1-2 評価用プラットフォームのソフトウェア機能構成 

 

 

４－３－２４－３－２４－３－２４－３－２    大規模リングネットワーク対応オプティカルパスレンジング機能検証大規模リングネットワーク対応オプティカルパスレンジング機能検証大規模リングネットワーク対応オプティカルパスレンジング機能検証大規模リングネットワーク対応オプティカルパスレンジング機能検証    

 

４－３－２－１４－３－２－１４－３－２－１４－３－２－１    波長分散量学習機能評価波長分散量学習機能評価波長分散量学習機能評価波長分散量学習機能評価    

 

開発した自律適応型ネットワーク制御モジュールと評価用プラットフォームを用いて、

GMPLS-Plus のステップ①における波長分散量学習の動作を確認するとともに、学習のため

の所要時間を測定し、性能改善を実施した。波長分散量学習の動作においては、図 4-3-2-1

の学習シーケンスに示すように、LMP による制御チャネル確立後、レンジング制御部(RC)

から測定動作が起動され、オプティカルパスレンジングカード(OPR)の動作確認を経て OPR

から測定信号が送受信される。この時 LMP-Plus はレンジング制御部の指示によって下記の

拡張 LMP メッセージを送受信し、測定タイミングおよび測定結果を通知する[36]。 

 

(a) BeginRanging  測定信号の送信側から受信側への測定開始の通知 

(b) BeginRangingAck 上記への応答 

(c) RangingSuccess  測定結果の通知 

 

当初、拡張 LMP メッセージ通知の間隔から求めた学習時間は 6.2 秒であった[37]が、OPR

上のレジスタ読み出し時に待ち時間が入っており、待ち時間を最適化することにより、学

習時間を 1.2 秒以内まで短縮した。一方、リンク毎の波長分散量学習時間が１秒程度であ

っても、リンク数の多い大規模ネットワークでは逐次的に波長分散量を学習すると延べ時

間が長くなるため、並列的に波長分散量を学習することが望ましいことが分かった。開発

した自律適応型ネットワーク制御モジュールおよび拡張 LMP プロトコルは、このような並

列動作を可能としていることを確認した。 
 

 

GMPLS -Plusプロトコル部  
 

G
M
P
L
S
基

本
制

御
部
  

OS  

GMPLS プロトコル部  

光 IF カード 
制御部  

全光パス制御部 

RSVP -TE  OSPF-TE LMP 

ﾚﾝｼﾞﾝｸﾞ制御部 

分散フリープロテクション機能部 

経路選択部 

LMP -Plus
 RSVP -Plus  OSPF -Plus 

ｵﾌﾟﾃｨｶﾙﾊﾟｽﾚﾝｼﾞ
ﾝｸﾞｶｰﾄﾞ制御部 

光スイッチ 
制御部  

制御 IF 
制御部 

H17実施  H18実施 H19実施 H20実施  

ユーザＩＦ部 
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図 4-3-2-1 波長分散量の学習シーケンス 

 

 

４－３－２－２４－３－２－２４－３－２－２４－３－２－２    波長分散量広告・経路選択機能評価波長分散量広告・経路選択機能評価波長分散量広告・経路選択機能評価波長分散量広告・経路選択機能評価    

 

 大規模リングネットワークでの動作を検証するため、大規模リングネットワークを模擬

する環境を構築し、評価用プラットフォームを含む 40 ノードで構成する単一リングのネッ

トワークにおいて、自律適応型ネットワーク制御モジュールを動作させ、GMPLS-Plus のス

テップ②～④の動作を確認するとともに、②のステップである波長分散量の広告のための

所要時間を測定した。 

 

 図 4-3-2-2 に大規模リングネットワークの模擬環境を示す。GMPLS-Plus のステップ①に

おける波長分散量学習を行う 2台の評価用プラットフォームに加えて、合計 38 台分のノー

ドを 2台のＰＣによる模擬環境で構成した。2台のＰＣ上には、合計 38 台分の仮想マシン

を動作させ、それぞれの仮想マシン上に、自律適応型ネットワーク制御モジュールを動作

させる。また、2 台の評価用プラットフォームにも、自律適応型ネットワーク制御モジュ

ールを動作させる。これにより、合計 40 ノード分のリングネットワークを構築した。 

 
 
 
 
 

RC ：レンジング制御部、 OPR：オプティカルパスレンジングカード

LMPLMPLMPLMP----PlusPlusPlusPlus LMPLMPLMPLMP----PlusPlusPlusPlus 

0.1 秒 

1.1 秒

OPROPROPROPR OPROPROPROPRRCRCRCRC RCRCRCRC

ノードノードノードノード AAAA ノードノードノードノード BBBB

ConfigConfigConfigConfig

ConfigAckConfigAckConfigAckConfigAck

HelloHelloHelloHello

HelloHelloHelloHello

測定可否確認測定可否確認測定可否確認測定可否確認

測定開始通知測定開始通知測定開始通知測定開始通知 
(a) (a) (a) (a) BeginRangingBeginRangingBeginRangingBeginRanging

測定開始通知測定開始通知測定開始通知測定開始通知 
測定可否確認測定可否確認測定可否確認測定可否確認 

測定開始測定開始測定開始測定開始

測定通知応答測定通知応答測定通知応答測定通知応答
(b) (b) (b) (b) BeginRangingAckBeginRangingAckBeginRangingAckBeginRangingAck

測定測定測定測定通知応答通知応答通知応答通知応答 

測定開始測定開始測定開始測定開始 
測定信号測定信号測定信号測定信号 

読み出し読み出し読み出し読み出し

測定結果通知測定結果通知測定結果通知測定結果通知

測定結果通知測定結果通知測定結果通知測定結果通知 
(c) (c) (c) (c) RangingSuccessRangingSuccessRangingSuccessRangingSuccess

・・・・

・・・・
・・・・

制御チャネ制御チャネ制御チャネ制御チャネ

ル確立ル確立ル確立ル確立

オプティカルオプティカルオプティカルオプティカル

パスレンジンパスレンジンパスレンジンパスレンジン 
ググググ

LMPLMPLMPLMPLMPLMPLMPLMP
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Windows XP 

仮想マシン環境構築用ミドルウエア 

仮想マシン（仮想マシン（仮想マシン（仮想マシン（24242424 ノード）ノード）ノード）ノード）     

・・・・・・・・・・・・    

 

Linux  
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仮想マシン環境構築用ミドルウエア 
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リングネットワークリングネットワークリングネットワークリングネットワーク     
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#40 
#39 
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図 4-3-2-2 大規模リングネットワーク模擬環境 

 

 このネットワークにおいて、GMPLS-Plus のステップ②～④の動作を実行し、仮想マシン

および評価用プラットフォーム間で GMPLS プロトコルのメッセージを送受させ、機能検証

した。学習した波長分散量をルーティングプロトコル OSPF-TE の metric パラメータによっ

てネットワーク上の全ノードに広告し、全ノードが受信すること、受信した波長分散量に

基づきリング上の１ノードから、別のノードに至るパスの経路を取得し、経路上の全リン

クの波長分散量の合計値を取得可能であること、およびパスを確立可能であることを確認

した。 

 

 また、波長分散量の広告動作の性能を測定した。各ノードが収容するリンクの波長分散

量の測定結果を隣接ノードに通知するとともに、受信した他ノードの測定結果を転送する

広告の手順を動作させる。最初に測定結果を隣接ノードに通知してから、その内容を全ノ

ードが受信し、自ノードデータを格納するまでの時間を計測した。各ノードでの所要時間

は、隣接ノード間の広告動作のタイミングなどにより異なり、6.1 秒～7.6 秒であった。

4-3-2-1 節の性能評価にて得られた波長分散量の学習所要時間 1.2 秒を各ノードにて並列

的に実行し、学習結果を広告すると、最大 8.8 秒(1.2 秒+7.6 秒)で４０台のリングネット

ワーク上の全ノードの波長分散量の取得が可能であるといえる。 
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４－３－３４－３－３４－３－３４－３－３    分散フリープロテクション機能検証分散フリープロテクション機能検証分散フリープロテクション機能検証分散フリープロテクション機能検証    

 

４－４－４－４－３－３－１３－３－１３－３－１３－３－１    分散フリープロテクション機能の検討・実装分散フリープロテクション機能の検討・実装分散フリープロテクション機能の検討・実装分散フリープロテクション機能の検討・実装    

 

 ネットワークの高信頼化を実現するために、障害発生時に光パスの障害迂回を提供する

分散フリープロテクション機能を検討し、実装した。光パスの障害迂回手法には、予備パ

スを予め確立しておく Protection と障害時に障害箇所を迂回して予備パスを確立する

Restoration がある。障害迂回の際には、パスの経路が変わることから、補償すべき波長

分散量も異なるため、波長分散補償制御が必要となる。表 4-3-3-1 に示すように、波長分

散補償制御への要求条件を整理した。予め予備パスを確立しておく Protection においては、

現用パスとは別の分散フリートランスポンダを用いて、異なる分散量を補償しつつ、予備

パスの確立を行う必要がある。障害発生時に障害箇所を迂回して予備パスを確立する

Restoration においては、予め経路選択時に補償すべき波長分散量を導出しておく必要が

ある。 
表 4-3-3-1 光パス障害迂回手法と波長分散補償制御 

分類 項目 内容 波長分散補償制御 

Protection 1+1 Protection 現用パスと予備パスに同

一トラヒックを転送。 

現用パスと予備パスで異なる分散フ

リートランスポンダを使用。 

1:N Protection N 本の現用パスを 1 本の

予備パスで保護。 

同上。 

Extra Traffic 予備パスにて低優先トラ

ヒックを転送。 

同上。 

Restoration Pre-planned 

Restoration 

経路を事前に選択し障害

時に予備パスを確立。 

経路の事前選択において波長分散補

償の考慮が必要。 

Full Restoration 障害時に経路を選択し予

備パスを確立。 

無し（通常のパス確立時の制御と同

じ） 

  

また、これまで開発した自律適応型ネットワーク制御モジュールに加えて、評価用プラ

ットフォーム上に 1+1 Protection 手順と Restoration 手順を実装した。1+1 Protection

においては、図 4-3-3-1(a)に示すように、事前に現用パスと、現用パスと異なる経路をと

る予備パスを自動的に経路選択し、Path/Resv メッセージでパスを確立し、障害検出時、

受信端で現用パスから予備パスに切り替える。 Restoration 手順においては、図

4-3-3-1(b)に示すように、現用パス障害を検知すると、Notify メッセージにより光パスの

起点ノードに障害を通知し、障害を通知された ingress ノード(Node #1)は、Path Tear メ

ッセージで現用パスを解放し、Path/Resv メッセージで迂回パスを確立する。また、Full 

Restoration の場合には、迂回パスの経路を自動的に選択する。 
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図 4-3-3-1 光パス障害迂回 

 

 

４－３－３－２４－３－３－２４－３－３－２４－３－３－２    分散分散分散分散フリフリフリフリープロテクション機能の評価ープロテクション機能の評価ープロテクション機能の評価ープロテクション機能の評価    

 

分散フリープロテクション機能を評価用プラットフォーム上で動作させ、GMPLS-Plus の

ステップ②～④が動作し、障害発生時、迂回が行われることを確認した。また、図 4-3-3-2

に示す構成にて、性能評価を実施した。SDH 測定器間を評価用プラットフォームのノード

３台により構成する伝送ネットワークを介して接続し、光ファイバを切断した際に、障害

迂回が動作した際の受信断時間をSDH測定器において計測する。表4-3-3-2に示すとおり、

1+1 Protection 動作における光断時間は 50msec 以内、Full Restoration 動作における光

断時間は 350msec 以内であることを確認した。 

 

表 4-3-3-2 光パス障害迂回手法の測定結果 
分類 項目 測定結果 

Protection 1+1 Protection 50ms 以内 

Restoration Full Restoration 350ms 以内 
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Path 

Notify 

PathTear 
PathTear 

Path 
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Node#1 

Node#2 

Node#3 
 

××××

現用パス 

迂回パス  

光断検出  

 

Path 

Resv 

Node#1 

Node#2 

Node#3 

光断検出 

 

××××

現用パス 

予備パス 

Path 

Resv 

受信先切替 

(a) 1+1 Protection (b) Restoration 
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光断時間 

 

××××

SDH測定器 

予備パス/迂回パス 

障害迂回動作 

 評価用プラットフォーム 

現用パス 

光ファイバ 

光断検出 

回復 

 
 

図 4-3-3-2 分散フリープロテクション機能の検証構成 

 

 

４－３－４４－３－４４－３－４４－３－４    実施計画に対する達成の状況実施計画に対する達成の状況実施計画に対する達成の状況実施計画に対する達成の状況    

上記より、平成２０年度での実施計画に対する達成状況は下記のとおりである。 

 

【実施計画】 

(1) 大規模リングネットワーク対応オプティカルパスレンジング機能検証 

大規模ネットワークにおいても、オペレータに意識させない高速な光伝送特性（波長

分散量）の学習機能を実現するため、大規模リングネットワークの模擬環境を構築し、

オプティカルパスレンジング機能の動作検証を実施する。 

(2) 分散フリープロテクション機能検証 

光伝送特性（波長分散量）の学習結果を考慮した適切な分散フリー全光パスの設定機

能を実現するため、パス確立手順に加えて、確立したパスが障害になった場合の迂回経

路への切り替え機能について詳細検討、プロトタイプ評価を実施する。 

 

【達成状況】 

(1) 大規模リングネットワーク対応オプティカルパスレンジング機能検証 

評価用プラットフォームにオプティカルパスレンジングカードとLMP-Plusを用いて波

長分散量の測定時間を評価し、学習機能の性能改善を実施した。また、大規模リングネ

ットワークの模擬環境を構築し、機能評価と波長分散量広告の動作性能評価を実施した。 

達成度：100％ 

(2) 分散フリープロテクション機能検証 

これまで実装した GMPLS-Plus（OSPF-Plus による波長分散情報の広告、経路選択アル

ゴリズムによる全光パスの選択、および RSVP-Plus による分散補償を最適調整するデバ

イス設定パラメータの導出）に加えて、障害発生時に迂回を行うための Protection、

Restoration 機能を検討、実装し、プロトタイプ評価を実施した。 

達成度：100％ 
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４－４４－４４－４４－４    システム実証・評価の研究開発システム実証・評価の研究開発システム実証・評価の研究開発システム実証・評価の研究開発    

４－４－１４－４－１４－４－１４－４－１    概要概要概要概要    

システム実証・評価は、（ア）分散フリートランスポンダ、（イ）MEMS 駆動光スイッチ、

（ウ）自律適応型ネットワーク制御モジュールの連携動作について実証・評価実験を行う

もので、エミュレーション環境、実験室環境、および実フィールド環境の三段階にて実施

する。 
平成２０年度は、「分散フリートランスポンダ、MEMS 駆動光スイッチ、自律適応型ネッ

トワーク制御モジュールを搭載した試作システムにより実フィールドでの実証・評価を実

施する」という最終目標に向け、実験計画を立案し実験シナリオを策定して実験システム

の構築に着手すると共に、試作した実験ノードおよび構築したエミュレータを用いて、実

験計画を先行的に検証する室内予備実験を実施した。 

図 4-4-1-1 に、室内予備実験および実フィールド実験に対する課題（ア）～（ウ）の成

果物の適用フローを示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-4-1-1 システム実証・評価のフロー 

 

 

４－４－２４－４－２４－４－２４－４－２    室内予備実験室内予備実験室内予備実験室内予備実験    

平成２０年度の室内予備実験においては、試作した実験ノードおよび計算機上のエミュ

レータを用いて構築したエミュレーション環境を用い、オプティカルパスレンジング機能

の実験評価を実施した。 
図 4-4-2-1 に、長さ 10～88 km のシングルモードファイバの波長 1,545.47 nm における

波長分散量をオプティカルパスレンジング機能により測定した結果と、市販測定器

（Advantest Q7760）による測定値を示す。図中、黒丸印（●）および黒三角印（▲）はオ

プティカルパスレンジングの測定値、実線は市販測定器の測定値であり、図の左縦軸は波

長分散量、右縦軸は測定精度を示している。分散スロープを考慮してもオプティカルパス

レンジングの測定誤差は最大 25 ps/nm であり、自律適応型ネットワーク制御モジュールと

分散フリートランスポンダによる分散補償の自律制御を実現するために十分な精度を有す

ることが確認された。 

（ア）分散フリー

トランスポンダ 

（ イ ）MEMS
駆動光スイッチ 

（ウ）自律適応型ネット

ワーク制御モジュール 

室内予備実験 実フィールド実験 

シミュレータ 

試作デバイス 評価用 
プラットフォーム 

H２０年度 H２１年度 
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図 4-4-2-1 波長分散量測定結果および市販測定器との比較 

 
 またオプティカルパスレンジングによる波長分散量学習デモを、国際会議 iPOP 2008 へ

出展した。出展状況およびオプティカルパスレンジングカードの写真を図 4-4-2-2 に示す。 

 

 
 

図 4-4-2-2 iPOP 2008 でのオプティカルパスレンジングによる波長分散量学習デモ 

 

 

４－４－３４－４－３４－４－３４－４－３    実フィールド実験に向けた実験計画および実験シナリオ実フィールド実験に向けた実験計画および実験シナリオ実フィールド実験に向けた実験計画および実験シナリオ実フィールド実験に向けた実験計画および実験シナリオ    

最終目標である実フィールド実験での実証に向け、実験計画を立案し複数の実験シナリ

オを検討した。 

まず実フィールド実験に利用可能な光ファイバ環境について調査し、JGN2plus の光テス

トベッドサービスを想定して検討を進めることにした。JGN2plus の光テストベッドサービ

スは、都市域に敷設済みの光ファイバを利用でき、実フィールド実験として十分な距離を

伝送でき、実験結果の発表も可能であるため、これを選択した。 

JGN2plusの光テストベッドサービスを想定した実フィールド実験計画におけるシステム

構成例を図 4-4-3-1 に、本構成によって実現される伝送ネットワーク例を図 4-4-3-2 に示

す。ここで、図 4-4-3-1 の各サイトは、小金井など JGN2plus のサイトを表わす。 

図 4-4-3-1 に示す伝送ネットワーク例において、各ノードは（ア）分散フリートランス
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ポンダを備え、また（イ）MEMS 駆動光スイッチを切り替えることで実環境の光ファイバを

経由し距離の異なる光パスを設定できる。例えば伝送ネットワーク例では、端点の実験ノ

ード（ノード A）からは、24km～224km と距離の異なる 6 通りの光パスが設定可能である。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-4-3-1 実フィールド実験システムのシステム構成例 

    

    

    

        

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    
図 4-4-3-2 実フィールド実験の伝送ネットワーク例 

 
 

次に、実フィールド実験における実験シナリオ例を示す。 
 
実験シナリオ(a)：光ファイバの分散量の学習 

（ウ）自律適応型ネットワーク制御モジュールのオプティカルパスレンジング機能によっ

サイト２ サイト３ サイト１ 

A 

B 

C 

D 

実ファイバ 

実験ノード 

A 

D B 

C 

100km 

24km 

100km 

24km 

24km 

ノードAか

ら設定可能

な光パス 

224km 

124km 

48km 

124km 

24km 

24km 



 44

て、実験ノード間の実ファイバの分散量を学習する。 

 

実験シナリオ(b)：光パスの設定とデータ伝送 

（ウ）自律適応型ネットワーク制御モジュールの分散フリー全光パス最適設定機能によっ

て、上記(a)にて学習した分散情報をノード間で広告・共有し、与えた光パス設定要求に対

して適切な光パス経路と、分散フリートランスポンダへ設定する分散補償設定パラメータ

を導出し、GMPLS 拡張プロトコル (GMPLS-Plus) を用いて光パスの設定および分散フリー

トランスポンダへの設定を実行する。この結果、光パス上でデータが導通する。 

 

 

４－４－４４－４－４４－４－４４－４－４    標準化提案標準化提案標準化提案標準化提案    

GMPLS を標準化している IETF (the Internet Engineering Task Force)の CCAMP (Common 

Control and Measurement Plane) WG (Working Group)において、2008 年より全光ネット

ワーク上の光パスの GMPLS 制御を検討する WSON (Wavelength Switched Optical Networks) 

の活動が立ち上ったことを受け、本研究開発において検討・実装している GMPLS 拡張プロ

トコル、GMPLS-Plus の標準化提案を開始した。 

 

４－４－４－１４－４－４－１４－４－４－１４－４－４－１    標準化提案の背景標準化提案の背景標準化提案の背景標準化提案の背景    

WSON では、全光ネットワークにおける光特性を考慮した光パスのモデル化、光パスの波

長を指定する波長ラベルの規定、光パスの経路計算アーキテクチャ、光パス設定および光

伝送の劣化要因の収集のための GMPLS プロトコル拡張、波長パスの経路計算のための PCE 

(Path Computation Element)プロトコルの拡張といった提案があり、円滑に標準化を進め

るため、次の２ステップで標準化が行われている。なお、WSON では、光伝送の劣化要因と

して、波長分散や PMD (Polarization Mode Dispersion)等の劣化要因を総称して、

Impairment と呼んでいる。 

 

(1) Impairment を含まない全光ネットワーク対応の標準化（Step1） 

現在、Step1 に対応した標準化文書[22] [23] [38] [39]が WG 文書として承認され、WSON

の構成要素や、光パスの経路計算の考え方などのフレームワーク文書の詳細化が進んでい

る。 

 

(2) Impairment を含む全光ネットワーク対応の標準化（Step2） 

Step2 に対応した検討は、2008 年 11 月の IETF 会合から開始され、下記のドキュメント

の標準化が開始されている。なお、本研究開発における GMPLS-Plus は、本 Step2 に対応し

た GMPLS 拡張プロトコルとして位置付けられる。 

 

①Impairment を含む WSON 制御フレームワーク[40] 

 光特性を考慮した光パスの経路計算を IA-RWA (Impairment-Aware Routing and 

Wavelength Assignment)と呼び、RWA に対し、選択した経路・波長が所望の変調方式にて

所望の伝送品質を満たすか否かを検証する IV (Impairment Validation)を追加しており、

Impairment を含まない場合のフレームワークと同様に経路計算アーキテクチャを分類し、

また GMPLS および PCE への影響についても述べている。 

 

②Impaired Optical Path Validation の情報モデル[41] 

 ITU-T 勧告 G.680 に基づき、IA-RWA のための光特性の情報モデルを記述しており、光特

性パラメータを、NE 全体で一意的な情報、NE のポートに依存する情報、NE の入力ポート

と出力ポートの対に依存する情報、の３つに分類している。 
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③Impaired Optical Path Validation の情報の符号化[42] 

②の情報モデルにて規定された各情報について、GMPLS や PCE のプロトコルへ容易に搭

載できる符号化方法(encoding)を記述している。 

 

４－４－４－４－４－４－４－４－４－４－４－４－２２２２    GMPLSGMPLSGMPLSGMPLS----PlusPlusPlusPlus の標準化提案の標準化提案の標準化提案の標準化提案    

GMPLS-Plus は WSON に先駆けて、主要な Impairment である波長分散について、これを考

慮して経路を計算すると共に、選択した経路を通る光パスに対して適切な波長分散補償を

設定することで伝送品質を確保する制御を行っている。そしてリンクの波長分散量の学習、

その広告と光パス経路計算への反映、および光パス設定時のパラメータを追加する GMPLS

拡張を実装・評価している。すなわち波長分散という Impairment について、Impairment を

含む経路計算 IA-RWA を実施し、かつ IA-RWA に含まれていない Impairment の自動発見や

Impairment 補償制御も実行しており、概念的には Step2 の WSON の拡張となっている。そ

こで、Step2 の WSON 標準化への GMPLS-Plus の採用を目標として、標準化提案を実施する

こととした。 

Step2 の WSON は WSON 制御フレームワーク[40]を基本的な枠組みとし、これに基づいて

情報モデルや符号化などプロトコルを具体化していくというアプローチを取っている。そ

こで WSON 制御フレームワークに対し、GMPLS-Plus の特徴的な機能である Impairment 補償

制御と Impairment 自動発見の２つの項目を盛り込むことを提案する寄書[43]を提出した。

以下、各項目の GMPLS-Plus における制御と、それに基づく寄書での提案内容を述べる。 

 

①Impairment 補償制御 

 GMPLS-Plus では光パス設定時に、RSVP-TE 拡張プロトコルによって光パスの波長分散値

を通知し、分散フリートランスポンダにおける波長分散補償の初期設定に用いる。また

RSVP-TE 拡張プロトコルは波長分散補償の最適化にも用いられる（図 4-4-4-1）。 

 そこでこれらを Impairment 補償制御として一般化し、Impairment を含む WSON フレーム

ワークへ盛り込むことを、提案することにした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-4-4-1 RSVP-TE 拡張プロトコルによる波長分散補償の制御 

 

 IA-RWA 処理では、光パスの Impairment を収集済みのデータから計算するかシグナリン 

グ手順によって収集し、光パスの Impairment Validation に用いるとしている。そこで、

光パス設定時に得られる光パスの Impairment を、Impairment 補償制御へも適用すること

を提案した。具体的な制御の対象として下記の３項目を提示している。 

 

(i) Impairment 補償デバイスの選択 
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Impairment 補償には各種方式があり、同一ネットワーク内に能力差のある Impairment

補償デバイスが混在することも想定される。光パスの Impairment に応じて能力差のある

Impairment 補償デバイスを割り当てれば、Impairment 補償デバイスの有効利用が可能とな

る。 

 

(ii) Impairment 補償パラメータの初期設定 

 IA-RWA 処理で得られた光パスの Impairment に基づき、可変 Impairment 補償デバイスの

パラメータを初期設定する。これにより、光パス設定要求からデータ導通までの処理を高

速化できる。 

 

(iii) Impairment 補償パラメータの設定最適化 

IA-RWA 処理で得られた光パスの Impairment は残留分散などを含まず、これに基づく

Impairment 補償デバイスの設定は最適とは限らない。そこで上記②の初期設定後、光パス

端点間でサンプル信号を送受信して性能を測定し、可変 Impairment 補償デバイスの設定へ

フィードバックして最適化する。 

 

②Impairment 自動発見 

 GMPLS-Plus では、LMP 拡張プロトコルによってリンクの波長分散量を自動的に測定し、

さらに OSPF-TE 拡張プロトコルによって各ノードへ広告するようにしている。これに基づ

き、今までの WSON の議論で OSPF-TE 拡張への支持が少ないことも考慮して、LMP 拡張プロ

トコルによるリンクのImpairmentの自動発見をImpairmentを含むWSONフレームワークへ

盛り込むことを、提案することにした。 

 本寄書では、シグナリングによる光パス上の Impairment の収集手順は既に WSON へ提案

されている[44]が、ノードやリンクの増設時は、Neighbor Discovery によってノードやリ

ンクの識別子が相互に学習されるまで増設されたリンクを指定できず、この手順は適用で

きないとして、LMP 拡張によるリンクの Impairment の自動発見を提案している。本提案で

は、LMP による Neighbor Discovery に続けて各ノードが収容リンクの Impairment を自動

発見し、IA-RWA 処理にて利用できるようにする。また、IA-RWA の３種類の経路計算アーキ

テクチャとの関係も述べている。 

 

４－４－５４－４－５４－４－５４－４－５    実施計画に対する達成の状況実施計画に対する達成の状況実施計画に対する達成の状況実施計画に対する達成の状況    

【実施計画】 

最終目標である実フィールドでの実証・評価に向け、実験計画を立案し実験シナリオを

策定して実験システムの構築に着手する。さらに、試作した実験ノードおよび構築したエ

ミュレータを用いて、実験計画を先行的に検証する室内予備実験を実施する。 

【達成状況】 

実フィールド実験の実験計画を立案し実験シナリオを策定して、実験システムの構築に

着手した。さらに、試作した実験ノードおよび構築したエミュレータを用いて、実験計画

を先行的に検証する室内予備実験を実施した。また本研究開発において検討・実装してい

る GMPLS 拡張プロトコル、GMPLS-Plus の標準化提案を開始した。 

    

    

４－５４－５４－５４－５    総括総括総括総括        

    

（ア）分散フリートランスポンダの研究開発（ア）分散フリートランスポンダの研究開発（ア）分散フリートランスポンダの研究開発（ア）分散フリートランスポンダの研究開発    

平成２０年度の高速 LSI 設計フェーズ II では、分散フリートランスポンダ用高速 LSI
のデジタル部について配線遅延を考慮したロジックコアおよび周辺回路のタイミング検証
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を実施した。アナログ部は基本回路を元に機能回路設計検証を完了した。デジタル部およ

びアナログ部の個別設計終了後、出図に向けた合体検証を実施した。トランスポンダ実装

設計では、高速 LSI 設計フェーズ II にて実現する LSI を実使用する上で必要となる周辺

電気回路の方式および構成検討を実施し、設計を行った。 
 

（イ）（イ）（イ）（イ）MEMSMEMSMEMSMEMS 駆動光駆動光駆動光駆動光スイッチの研究開発スイッチの研究開発スイッチの研究開発スイッチの研究開発    

平成２０年度は、これまでのスイッチング原理検証の結果を受けて光スイッチのエレメ

ント機構設計を実施し、試作検証により駆動アクチュエータであるリレーの変位量の個体

ばらつきが大きいという課題を抽出し、その対策としてストッパを用いた改良機構設計を

追加し回転に必要な駆動特性が得られることを確認した。これによりエレメント機構設計

を完了した。さらに次のステップとして、複数エレメントを集積した光スイッチの設計と

機能検証に取り組んだ。システム試験および実用化検証に向け 11×1 規模の光スイッチの

集積化設計と機能検証試作を実施し、良好なスイッチング動作を確認でき、設計の妥当性

を実証することができた。 

 
（ウ）（ウ）（ウ）（ウ）自律自律自律自律適応型適応型適応型適応型ネットワーク制御モジュールネットワーク制御モジュールネットワーク制御モジュールネットワーク制御モジュールの研究開発の研究開発の研究開発の研究開発    

自律適応型ネットワーク制御モジュールは自律分散制御に基づき、自動的に分散フリー

トランスポンダによる波長分散補償を最適化しつつ全光パスを動的に確立する機能を実現

するもので、GMPLS の拡張プロトコル GMPLS-Plus を使用する。 

自律適応型ネットワーク制御モジュールは、GMPLS-Plus を適用して以下の５つのステッ

プを実行し、分散フリートランスポンダの適用によって距離や波長分散の制約が大幅に緩

和される全光パスを、オペレータやユーザの要求に基づいてトポロジーに依存せずダイナ

ミックかつ自動的に設定可能とする。 

 

①設置時にオプティカルパスレンジングにてリンク波長分散量を学習（LMP 拡張） 

②波長分散量・分散補償能力を広告（OSPF-TE 拡張） 

③広告情報に基づき全光パスの経路、波長分散補償リソースの割当を選択 

④全光パス確立時にその波長分散量を通知（RSVP-TE 拡張） 

⑤全光パスの端点ノード間でプリコーディング値を微調整し最適に設定  

 

平成２０年度は、大規模リングネットワークにおいて、上記①～④が動作可能なことを

検証するための模擬環境の構築と、これまで開発した自律適応型ネットワーク制御モジュ

ールの機能評価・性能評価および改善を行った。また、上記ステップ②～④に対応して動

作し、ネットワークの高信頼化を提供する分散フリープロテクション機能の検討、実装と

評価を行った。 

 

（エ）システム実証・評価の研究開発（エ）システム実証・評価の研究開発（エ）システム実証・評価の研究開発（エ）システム実証・評価の研究開発    
平成２０年度は、最終目標である実フィールドでの実証・評価に向け、実験計画を立案

し実験シナリオを策定して、実験システムの構築に着手した。さらに、実験計画を先行的

に検証する室内予備実験を実施し、波長分散量学習のデモを国際会議 iPOP 2008 へ出展し

た。また本研究開発において検討・実装している GMPLS 拡張プロトコル、GMPLS-Plus の標

準化提案を開始した。 
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